
 
                                           

1 

NY マーケットレポート（2021 年 3 月 3 日） 
 

 
出所：SBILM 
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NY 市場レポート （前日 22 時 00 分～午前 6 時 30 分まで） 
 

主要な米経済指標の結果 

2 月 ADP 雇用統計 +11.7 万人（予想 +20.0 万人・前回 +17.4 万人⇒+19.5 万人） 

2 月の米 ADP 雇用統計では、民間の雇用者数が市場予想を下回る伸びとなり、労働市場の回復の鈍化傾向

が示された。製造業が-1.4 万人、建設は-0.3 万人となったが、サービス業は+13.1 万人、娯楽・接客は

+2.6 万人と増加となった。 

 

データを基に SBILM が作成 
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2 月 ISM 非製造業景況指数 55.3（予想 58.6・前回 58.7） 

2 月の米 ISM 非製造業景況指数は、市場予想を下回る結果となり、前月から 3.4 ポイント低下した。景況

指数が 55.5（前月 59.9）、新規受注が 51.9（61.8）、雇用が 52.7（55.2）と低下、仕入価格は 71.8（64.2）、

在庫は 58.9（49.2）と上昇した。2 月は 17 業種が業況拡大、1 業種が縮小を報告した。 

 

データを基に SBILM が作成 

 

米地区連銀経済報告 

・大半の地区は、雇用水準が緩やかながら上昇した 

・いくつかの地区は需要が高い職種での賃金の緩やかな上昇 

・多くの地区は従業員を呼び込み、つなぎ留めるための賃金の上昇圧力がある 

・全体的に多くの地区で賃上げが今後数カ月間続くか、加速する見通し   

・近い将来に雇用水準の緩やかな改善を見込んでいる。 

 

・非労働投入コストは緩やかに上昇し、鉄鋼と木材の価格が顕著に上昇 

・多くの地区でコストの上昇は供給網の混乱と全体の強い需要に広く起因 

・小売業と製造業の一部は投入コスト上昇の影響を受け、価格を転嫁できる 

・今後数カ月間に緩やかな価格上昇を予想している 

・大半の企業はワクチンで今後 6-12 カ月を楽観視 
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主要株価指数は続落、ナスダックは連日の大幅下落 

米株式市場では、米長期金利上昇への警戒感を背景に、主要株価指数は序盤からやや軟調な動きとなっ

た。ただ、新型コロナウイルスワクチンの普及、米追加経済対策などによる米景気回復期待から、ダウ

平均株価はプラス圏に回復して底固い動きが続いた。しかし、米長期金利が高水準で推移したこともあ

り、ダウ平均株価は終盤に再びマイナス圏まで下落し、121.43 ドル安（-0.39％）で終了した。一方、金

利上昇が影響しやすい PER の高いハイテク株中心のナスダックは、361.04 ポイント安（-2.70％）と連日

の大幅下落となった。 

 

データを基に SBILM が作成 

 

データを基に SBILM が作成 



 
                                           

5 

ドル/円は一時昨年 7/23 以来の高値を付けた 

NY 市場では、序盤に発表された 2 月の米 ADP 雇用統計が市場予想を下回る低い伸びとなったことを受け

て、ドルは軟調な動きとなった。ドル/円は、昨年 8/14 以来の 107 円台から下落となり、一時 106.80 ま

で下さげた。しかし、その後米長期金利が 1.5％台に迫る水準まで上昇したことから、ドルは主要通貨に

対して堅調な動きとなり、ドル/円は再び 107 円台に回復して 107.15 まで上昇、昨年 7/23 以来の高値を

付けた。その後、ドルの上昇が一服したことに加え、ロンドンフィキシングに向けてドル売り・ユーロ

買いが観測されたことから、ドルは対ユーロなどに対して下落となり、対円でも一時 106.84 まで下落し

た。一方、米主要株価指数が終盤に下げ幅を拡大する動きとなったこともあり、クロス円は上値の重い

動きとなった。 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


